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＜ 要　旨 ＞

　本稿では、中小企業、地域金融機関（地方銀行や信用金庫）、そしてフィンテック企業の現

状と課題、そして今後の連携について考察を行う。中小企業は日本の雇用の大部分を支え、我々

に財やサービスを提供している。こうした中小企業に対して、定量的な財務審査をした後、資

金の貸出を行なっているのは地域金融機関である。近年では新型コロナウイルスの感染拡大に

より企業の資金調達需要が急増した。これらの中小企業の資金繰り支援を強化するため、経済

産業省は、民間金融機関においても実質無利子・無担保・据置期間最大5年・保証料減免の融

資を可能とした。しかしこれにより、地域金融機関による中小企業の事業性評価に多大なコス

トと時間がかかっているという問題が発生している。その背景として、中小企業には明確な評

価軸がなく、財務情報だけでは判断できない点が挙げられる。

　地域金融機関による中小企業の事業性評価を定量的かつ定性的に、また効率的に行うために、

我々は次世代型の資金調達方法を提案する。これを可能とするのはフィンテック企業である。

つまり、地域金融機関と中小企業の2者間の連携を強化するだけではなく、フィンテック企業の

協力も得て3者の連携を強化する必要性があると考える。具体的には、フィンテック企業が中

小企業と地域金融機関に対してより効率的なプラットフォームを提供する。これにより、今ま

で中小企業に対して地域金融機関が財務分析から定性的な分析まで行なっていた時間とコスト

を削減できる。また、3者間の連携により、それぞれが抱えている課題を解決し、シナジー効果

を生み出せると考える。

中小企業の次世代型資金調達方法の提案
―フィンテック企業と地域金融機関の連携による支援―
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はじめに

我々は、地域に根ざした経営を行う中小企業

のコロナ禍における資金繰りに着目した。中小

企業の経営はこれまでも常に資金繰りの問題と

隣り合わせであった。例えば、十分な事業性評

価を受けることができないが故、融資の審査を

突破することが困難であることや、資金需要が

生じた際に迅速な融資を受けることができない

などの問題があった。そのような状況の中、昨

今の新型コロナウイルスの感染拡大による経済

活動の停滞の影響で、中小企業の経営はより苦

境に追い込まれている。そこで我々は、本稿に

おいて中小企業の迅速な資金調達を可能にし、

地方創生に繋がるような次世代型の資金調達

方法を提案することで、今後の中小企業の更な

る成長に繋げること、ひいては日本経済の活性

化に繋げることを目的とする。ここで、本稿に

おいて着目する中小企業の範囲を明確にする。

『中小企業白書2017年版』によると、中小企業

は成長タイプ別に高成長型、安定成長型、持続

成長型の3つに分類される。本稿では、スター

トアップなどの急成長を目指す高成長型の企業

は対象外とし、より安定的な成長を目指し経営

を行い、資金繰りの面でも厳しい立場に置かれ

ることの多い安定成長型と持続成長型の企業に

焦点を当てる。以下では中小企業、地域金融機

関、フィンテック企業の3者それぞれの現状及

び課題を明らかにした上で、次世代型の資金調

達方法を提案する。

第1章　現状と課題

　第1節　中小企業の現状と課題

本節では、中小企業の現状と課題について

論じる。中小企業庁（2016）によると現在日本

には約358.9万者の企業があり、そのうち中小

企業は全体の99.7%にあたる約357.8万者が存

在する。また、日本の全従業員数約4,679万人

のうち70%にあたる約3,220万人が中小企業で

働いている。この事実からも分かるように、我

が国において中小企業は経済を牽引する力であ

り社会の主役である。中小企業はこれまでも我

が国の経済成長を担い、我々の生活を豊かにし、

日本の経済社会とともに発展してきた。一方で、
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中小企業の経営状態に目を向けると、数多くの

課題が浮き彫りになってくる。大企業が労働生

産性を向上させている一方、中小企業の労働生

産性は低迷している。またIT投資の遅れ、特

に収益に直結する調達、販売、受発注管理な

どへの導入が1 ～ 2割に止まっており、収益に

直結し導入が容易なITシステムの導入をどの

ように進めていくかなどが課題として挙げら

れる。

以下では中小企業の資金調達の課題につい

て考える。中小企業の抱える課題として資金調

達の問題は非常に大きい。図1と図2は2016年

度の『中小企業白書』に掲載されていたもので

ある。図1からは、2008年のリーマンショック

時には大企業、中小企業ともに大きく落ち込ん

でいる点では同じだが、基本的に中小企業の資

金繰りや金融機関からの借入れは大企業に比

べて困難なものであることが分かる。また、図

2からは中小企業の借入金依存度は大企業の数

値を大きく上回っていることが分かる。

「株式会社社長のきもち」が従業員規模200

名以下の中小企業を対象に行ったアンケートの

結果からも、資金調達方法として最も多いのが

「金融機関からの融資や借入れ」で約半数を占

めていることが分かった。次いで「経営者の自

己資金」、「補助金や助成金」となっている。ク

ラウドファンディングやファクタリングはそれ

ぞれ5.4%と2.6%になっており大変低いのが現

状であり、新たな資金調達方法として注目され

ている一方で普及率は依然として低いことが分

かる（株式会社社長のきもち、2020）。中小企

業の資金調達は間接金融である借入金に大きく

図1　企業規模別に見た、資金繰り・金融機関からの借入れ難易度

出所：『中小企業白書』（2016）
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依存しているという傾向にある。証券市場から

直接資金調達をすることが困難な中小企業は、

金融機関からの借入れの必要性が高くなってい

るのだ。直接金融は株式や社債の発行によって

市場から直接資金調達をするものであるため中

小企業の利用は難しく、投資家の利益につなが

るとみなされた企業にならなければ直接金融で

資金調達をすることは難しい。また、直接金融

では企業財務情報開示のために専門知識や人

材が必要になるため、中小企業にはそれを用意

するだけの余裕がないことや、企業規模が小さ

いほど借入れの割合が高くなっていることも中

小企業の現状として挙げられる。

このように日本の産業の担い手である中小企

業には様々な課題が存在している。これらを解

決していくことが日本の産業発展に繋がってい

くのではないかと考えられる。

　第2節　地域金融機関の現状と課題

次に、中小企業と密接な関係を持つ地域金

融機関（地方銀行と信用金庫）の現状と課題

を考察する。まず地方銀行と信用金庫の違いを

明記する。地方銀行とは各都道府県に本店が

あり、地元の企業や住民、行政機関などと取引

を行っている地域密着型という特徴を持つ。現

在日本には100行の地方銀行がある。また地方

銀行は利益を目的とする営利団体であり、株式

会社として株主のために利益を追求することを

目的としている。一方で、信用金庫は非営利団

体であり、地域で集めた資金をその地域の中小

企業や住民に還元することにより、地域社会の

発展に寄与している。第1節で述べた通り、中

小企業は直接金融による資金調達が難しいた

め、地域金融機関の存在は不可欠だ。

では、地方銀行や信用金庫はいかに中小企

図2　借入金依存度の推移

出所：『中小企業白書』（2016）
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業の事業性を審査し、評価しているのだろうか。

資金を貸出す際、企業に対する信用度によって

金利や貸出す金額が変わってくる。大手企業は

格付けや公表されている財務情報資料がある

ため評価を行いやすい。格付けなど共通した評

価基準がない中小企業をどのように見極めてい

るのだろうか。また財務情報だけでは判断でき

ないものもある。例えば、若手の社長が経営し

ている企業と高齢の社長が経営する企業が持

つポテンシャルは異なる。中小企業には共通し

た評価基準がないため、地域金融機関は資金

の貸出を行う際、膨大な時間とコストをかけて

いる。このため、中小企業は資金を瞬時に調達

することが難しくなり、地域金融機関以外の調

達手段に頼ることもある。

現在、地方銀行と信用金庫は大きな問題に

直面している。特に地方銀行は本業である「貸

出業務」が長期的に低迷している。銀行業務

の根幹はこの貸出と預金であり、貸出金利と預

金金利の差が利鞘となっている。かつては集め

た預金を元に、中小企業に融資を行うことで利

益を得ていた。ところが、長期的な超低金利政

策や資金需要の伸び悩みの影響を受け、貸出

利息の減少が預金利息の減少を上回っており、

資金利鞘の減少が続いている。地方銀行は都

市銀行と異なり、海外債券や株式に積極的に

投資して利益をあげることを本業としていな

い。そのため、地方銀行の再生には資金需要の

伸び悩みを改善する必要があると考えられる。

　第3節　フィンテック企業の現状と課題

近年フィンテック企業の発展が著しい。フィン

テックとは、金融（Finance）と技術（Technology）

を組み合わせて生まれた造語である。IT技術

の発展に伴い、従来の金融サービスに情報技

術が取り入れられたさまざまな革新的なサービ

スが登場している。フィンテックは現在日本で

大きな注目を集めているが、その大きな理由の

一つとして、社会的なインパクトの大きさが挙

げられる。フィンテックの発展により、人々の

生活に必要不可欠な金融サービスに変革が起

これば、経済や人々の生活が大きく変わる可能

性がある。具体的に身近な例として、キャッシ

ュレス決済サービスであるPayPayやLINE 

Payなどが挙げられる。これらのキャッシュレ

ス決済サービスは日常生活に浸透してきてい

る。例えば、複数人で食事に行った際、代表者

一人が会計をし、代表者以外は会計後PayPay

で代表者に自分の会計分を送金する形をとるこ

とがある。これまでの現金の受け渡しの面倒さ

を考えると、こうした決済のキャッシュレス化

は我々の生活における大きな変化であるといえ

る。またこのような事例以外にも、ビジネス分

野での活用も始まっている。クラウド会計ソフ

ト、クラウドファンディング、ファクタリング

といったサービスが数々のベンチャー企業から

登場している。これらのサービスを利用するこ

とにより、会計業務の大幅な効率化や資金調達

においての手段の多様化、高速化が進むことが

予想される。このように、フィンテックの発展

により、ビジネスの場面にも変化が起こり始め

ている。

日本国内でフィンテックサービスの興隆が取

り沙汰される一方で、日本のフィンテック領域

の課題として、他のフィンテック先進国と比べ

ると、発展がまだまだ遅れているということも
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指摘されている。その要因は、日本の金融環境

は海外に比べ既に整備が進んでおり、金融を代

替するサービスへの需要が日本ではあまり多く

なかったことにあるという専門家の分析もあ

る。また、同専門家は、金融産業の新たなプラ

ットフォームの構築や金融による社会コストの

削減などは日本でも大きなニーズがあるとして

いる。

第2章　2者間の連携

　第1節　中小企業と地域金融機関の連携

次に中小企業と地域金融機関の連携につい

て触れる。図3を見てもわかるように地方銀行

側も中小企業への融資の占める割合が大きくな

っている。法人向け貸出金の中で中小企業が占

める割合は2014年度67.9%だったのに対し、

2018年度には72.0%に増加している。地方銀

行の中小企業向け融資が増加した理由として、

大企業に融資するよりも高い利鞘を確保するこ

とができることが挙げられる。メガバンクの取

引相手は多くを大企業が占めているため、中小

企業が取引相手に選ばれるためにはそれだけ

の良好な業績と資金力が必要であると言える。

そのため、中小企業が取引先として選ぶ銀行は

地方銀行や信用金庫、信用組合などが多くなっ

ている。これらは地域の金融を円滑化させて地

域の発展を目的とし地域に根ざした活動を行っ

ているため、中小企業の資金相談にも積極的で

あり、中小企業としても取引しやすい相手とな

っている。よって、中小企業と地域金融機関の

間には既に信頼関係が構築されていると考えら

れる。この信頼関係を持続させるためにも中小

企業側は自社の財務データの開示などを積極的

に行い、地域金融機関からの信用に繋げてい

くことが重要となる。

その一方で課題もある。審査コストや信用コ

ストの大きさ、融資が実施されるまでに時間が

かかることが挙げられる。日本経済新聞の記事

140
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0
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（兆円）

法人向け 個人向けうち中小企業向け 地方公共団体向け

図3　地方銀行の貸出金の推移

出典：古江晋也（2020）「図表でみる地方銀行の今」『農林金融』５月号
元データ：全国地方銀行協会「地方銀行決算の概要」の各年度版
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（2019.10.24）によると、地方銀行の信用コスト

は2018年度に0.12%となり、前年度に比べて3

倍以上に上昇したという。また、融資が実施さ

れるまでの時間は審査申し込みから融資決定ま

でおよそ一週間から二週間かかるのが一般的と

なっている。さらに地方銀行の特徴として銀行

によって審査基準が異なるということが挙げら

れる。

中小企業と地域金融機関が連携することは

両者にとって重要であり、現在抱えている課題

を解決することも今後のより良い発展に繋げる

ために必要だと考えられる。

　第2節　�フィンテック企業と地域金融機関の

連携

次にフィンテック企業と地域金融機関の連携

について論じる。まず、この2つの連携は現在

どのように行われているのだろうか。地域金融

機関の収益改善に向けてフィンテック企業との

連携は始まっている。現在フィンテック企業と

の連携により、顧客による資産管理を容易にす

るサービスや情報漏洩を防止するサービスの提

供が進んでいる。政府もこういったサービスの

促進を図る見地から金融機関とフィンテック企

業の連携を後押ししている。また顧客の情報漏

洩を防ぐセキュリティ強化の面でもフィンテッ

ク企業と連携を図ることもある。

しかし、地域金融機関の根本的な問題である

「貸出業務の低迷」を解決するためにはさらな

るフィンテック企業との連携が求められる。特

に地域金融機関の課題である貸出の減少を解

決するための連携が必要だ。フィンテック企業

と地域金融機関が連携を図ることで中小企業へ

の貸出がよりスムーズになり、利益が見込まれ

る。地域金融機関と中小企業間の審査業務や

貸出業務をより効率化するためにフィンテック

企業によるプラットフォームの形成が必要だ。

フィンテック企業による技術を駆使すること

で地域金融機関側に生まれるメリットは3つあ

ると考える。1つ目に地域金融機関にとって中

小企業という顧客が増える。これによって資金

の貸出を増やすことが可能になり収益改善に繋

がる。2つ目に審査コストの削減に繋がる。地

域金融機関が中小企業に資金を貸出す際、現

在1社ずつ財務状況や経営者の思考を総合的に

審査している。「時間を買う」といった意味で

フィンテック企業による技術が必要となる。中

小企業側も、審査に時間を取られることがなく

なり、よりスムーズかつ頻繁に地域金融機関に

頼ることが可能となる。3つ目にフィンテック

企業と競合せずに済む。現在、中小企業に対

して資金を貸出しているフィンテック企業が存

在する。そのようなフィンテック企業と競合す

るのではなく、共に助け合うビジネスパートナ

ーになっていくことが求められる。

よって、フィンテック企業と地域金融機関は

更に連携していく必要がある。具体的にどのよ

うな技術力をフィンテック企業が提供するのか

については第3章で記す。

　第3節　フィンテック企業と中小企業の連携

フィンテック企業と中小企業の連携について

述べる上で、まず、実際に中小企業向けにサー

ビスを提供しているフィンテック企業を2社紹

介する。1社はfreee株式会社（以下freeeと呼ぶ）

というクラウド会計サービスを提供している会
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社である。このサービスは銀行口座やクレジッ

トカードなどと連携し自動でデータが仕訳され

入力されることで、簿記の知識がない人でも簡

単に、効率的に会計処理を行うことができると

いうものである。中小企業にはこういった専門

的な会計の知識のある人は多くないため、これ

までよりも遥かに業務の効率化が期待でき、本

業に集中できるようになると考えられる。もう1

社はLENDY株式会社（以下LENDYと呼ぶ）

というオンライン融資サービスを提供している

会社である。このサービスは中小事業者の方々

が利用するクラウド会計ソフトやオンライン決

済、インターネットバンキングなどのオンライ

ンデータを連携することにより、リアルタイム

に詳細な与信状況を把握し、融資可能枠を提

示するというものである。このサービスを利用

することにより中小事業者は資金調達にかかる

時間を大幅にカットすることができる。

これらのサービスのように、特に会計や融資

のフィンテックサービスと中小企業の相性はと

ても良い。しかし現在の課題として需要がある

ところにサービスが広く浸透しているとは言え

ない。我々は前述したfreeeにヒアリングを行

った。freeeとのヒアリングを通して「中小企

業に従事している人は、年齢層の高い人が比較

的多く、ITリテラシーがあまり高くないため、

フィンテックサービスの利用があまり広がって

いない」という課題が浮き彫りになった。この

問題は今後のフィンテック企業と中小企業の連

携において最も深刻であり、かつ重要な問題で

あると考える。この現状に対し、freeeは打開

策として、中小企業と深い信頼関係を築く地域

金融機関と連携し、「クラウド会計ソフトfreee」

の中小企業への導入支援を行ってもらう取り組

みをしているということであった。こうした業

種をまたぎ連携する取り組みが広がっていくこ

とで、フィンテックサービスが中小企業に爆発

的に普及していく可能性があると考えられる。

第3章　�フィンテック企業と地域金融
機関の連携による中小企業向け
資金調達サービス

　第1節　�フィンテック企業と地域金融機関の

連携による中小企業向け資金調達

サービスの現状

第2章までは、中小企業、フィンテック企業、

地域金融機関の3者の現状及び課題、そして2

者間の連携について現状分析をしてきた。本章

では、これら3者が上手く連携することで、互

いにシナジー効果を生み出し、中小企業、フィ

ンテック企業、地域金融機関のそれぞれが現状

抱えている課題を解決する策の提案を、事例を

挙げながら行うことにする。

以下では、地域金融機関と連携し、中小企

業向けの金融サービスを提供しているフィンテ

ック企業として、株式会社OLTA（以下「OLTA」

と呼ぶ）の事例を紹介する。OLTAは、国内初

のオンラインで完結するファクタリングサービ

スである「クラウドファクタリング」を提供す

る企業である。ファクタリングとは、企業から

売掛債権を買い取り、売掛債権の管理及び回

収を行うサービスであり、サービスを利用する

企業は売掛債権を早期に現金化し、資金調達

を行うことができる。このファクタリングサー

ビスには2社間と3社間のファクタリングに分

類されているが、OLTAはファクタリング利用
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企業の取引先には連絡をせずに売掛債権を買

い取り、ファクタリング企業に対して審査の後

に振込を行うという2社間ファクタリングサー

ビスを提供している。これにより、サービス利

用者の迅速かつ簡単な資金調達を可能にして

いる。また、OLTAのサービスは、クラウド上、

つまりオンラインで完結し、その上面談も不要

であり、最短即日の資金調達が可能になるとい

う。OLTAは2020年度から地域金融機関であ

る群馬銀行と十六銀行の2行と連携し、当該ク

ラウドファクタリング事業を共同で開始してい

る。ファクタリングは、融資に代わる新たな資

金調達手段として、短期に比較的少額の運転

資金を必要とする安定成長型の中小企業に向

いている金融サービスであると言える。そして、

この金融サービスを、既に地域において顧客基

盤を築いている地域金融機関と連携し、地域に

根ざした経営を行う安定成長型の中小企業に

向けて提供することは、中小企業の資金繰りの

課題を解決する画期的な事業であると考えられ

る。しかし、地域金融機関がフィンテック企業

と連携し、クラウドファクタリング事業を行う

のは前述のOLTAと群馬銀行及び十六銀行と

の提携事例が国内初のことであり、フィンテッ

ク企業と地域金融機関の連携による中小企業向

けのファクタリングサービスは、現状我が国に

おいてあまり普及していないと言える。

また、freeeに対するヒアリングによると、

freeeは「クラウド会計ソフトfreee」の利用者

向けの融資のサービス「オファー型融資」を展

開しているが、地域金融機関とフィンテック企

業との間では融資における審査基準が異なるこ

とから、地域金融機関との連携はできていない

とのことだった。一方ノンバンクは、地方銀行

や信用金庫などの既存の金融機関と比べると融

資規模が小さく、他の金融機関との連携をせず

にサービスを拡大していくことは難しいと考え

られる。この課題に対しfreeeは、資金調達

freeeというサービスを2020年6月に開始し、

地方銀行を含む金融機関の金融商品を掲載し

ている。将来的には様々な金融機関と連携し、

中小企業向けの資金調達のプラットフォームを

形成していく予定だという。

　第2節　�フィンテック企業と地域金融機関の

連携による中小企業向け次世代型

資金調達方法の提案

本稿では、地域に根ざした経営を行う安定

成長型の中小企業に焦点を当て、地方銀行や

信用金庫などの地域金融機関から迅速な資金

調達をすることが難しいという課題が存在して

いることに言及した。また、貸出を行う側の地

域金融機関も近年のフィンテック企業の台頭に

よる金融サービスの在り方に変化が生じている

ことで、経営がより一層難しくなっていると言

える。そこで我々は、前述の事例をもとに、フ

ィンテック企業と地域金融機関が連携し、中小

企業向けにフィンテックサービスを提供するプ

ラットフォームを形成することで、中小企業の

資金調達という課題を解決するだけでなく、中

小企業の経営を改善・成長させる次世代型資

金調達方法を提案する（図4参照）。
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まず、第2章でも述べたように地域に根ざし

た経営を行う中小企業と地域金融機関との間に

は既に信頼関係が構築されている。他方で、当

該中小企業の経営者は、資金調達手段として、

クラウドファクタリングやクラウド会計ソフト

のデータを利用した融資などのフィンテックサ

ービスを利用しきれていない現状がある。そこ

で、地域金融機関とフィンテック企業が連携し、

中小企業に向けて資金調達サービスを提供する

ことで、中小企業の経営者に新たな資金調達方

法の選択肢を与えることができる。また、これ

により地域金融機関とフィンテック企業は互い

に収益を分け合うことができるため、競合を避

けることも可能になる。そして、地域金融機関

にとっては新たな収益源を獲得することがで

き、フィンテック企業にとっては、自社のサー

ビスを拡大し、利用者を増やすことができると

考えらえる。さらに、当該金融サービスを利用

する中小企業が増える程、より多くのデータが

集まることになりAIを利用した審査の精度も

高まり、金融サービスとしての質の向上にも繋

がるだろう。

このように、中小企業、フィンテック企業、

地域金融機関の3者のそれぞれの強みと課題が

相互補完的になる金融サービスによって、地方

の中小企業の経営だけでなく、地域金融機関の

経営基盤の改善、並びにフィンテック企業の成

長につながる仕組みが存在すれば、地方経済

の活性化に大きな影響を及ぼすと考えられる。

おわりに

本稿では、地域に根ざした経営を行う中小企

業の次世代型資金調達方法を提案した。この

提案では、既に中小企業と信頼関係を構築して

いる地域金融機関と、革新的なデジタル技術を

利用した金融サービスを提供するフィンテック

企業が連携することにより、中小企業の抱える

資金調達という課題を解決し、フィンテック企

業及び地域金融機関の新たな収益基盤となる

ことを述べた。現状このような資金調達の手段

は我が国において浸透しているとは言えない。

そのため、中小企業の割合が企業全体の大半

を占める我が国にとって当該資金調達方法は大

きな可能性を秘めていると考えられる。

また、昨今の新型コロナウイルスの感染拡大

の影響により、本稿で取り上げたクラウドファ

図4　フィンテック企業と地域金融機関の連携による次世代型資金調達

中小企業

連携して収益を分け合う

資金調達サービスを提供

信頼関係が構築されている

FinTech企業 地域金融機関

ex, クラウドファクタリング
クラウド会計ソフトのデータ
を利用した融資

出所：筆者作成
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クタリングやオンライン融資などの感染リスク

の低いオンライン上で完結するフィンテックサ

ービスを利用する中小企業側のインセンティブ

がより一層高まると考えられる。

このように、これからの時代に適合した次世

代型資金調達方法が、地域に根ざした経営を

行う中小企業に浸透し、フィンテック企業と地

域金融機関の連携により形成されたプラットフ

ォームへの参加者が増加することは、中小企業

の経営状況だけでなく地方経済の発展、ひいて

は日本全体の経済の活性化に寄与することを確

信している。
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